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はじめに 

 

私たち、奈良市子ども条例検討委員会委員６名は、平成２４年３月に仲川市長よ

り委嘱を受け、平成２４年３月に第１回検討委員会を開催して以降、これまでに１

７回の検討委員会と６回の検討作業部会を開催し条例（案）の検討を進めてきまし

た。 

その中で、児童虐待、いじめや不登校、ひきこもりなどが大きな社会問題となっ

ている中で、条例の検討に当たっては当事者である子どもたちの声を聴くことが大

切であるとの考えのもと、アンケート調査、児童養護施設等へ出向いてのインタビ

ュー調査、子どもワークショップ、そして、未来をひらく子どもシンポジウムでの

意見交換といった取組を行なってきました。そうした取組から聞こえてきた子ども

たちの声を踏まえ、子どもにやさしいまちづくりを目指す条例となるように検討を

重ね、このたび「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例 (案)」として取りまと

めました。 

今後、奈良市がこの条例を制定され、奈良の未来をひらく子どもたちが今を幸せ

に生き、将来に夢と希望をもって成長していけるような、子どもにやさしいまちづ

くりを目指されることを、委員一同、心から願っています。 

 

平成２６年１０月７日 

 

 

奈良市子ども条例検討委員会 

委員長 浜 田 進 士 
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Ⅰ 奈良市子どもにやさしいまちづくり条例（案） 

 

奈良市は、悠久の歴史の中で、美しい自然や古くから受け継がれる多くの文化を守り伝え

てきたまちです。 

私たちは、このまちがそうした美しい自然や文化を大切にするとともに、奈良市の未来を

ひらく子どもたちが、今を幸せに生きることができ、将来に夢と希望をもって成長していけ

るような、子どもにやさしいまちであってほしいと願っています。 

そうした子どもにやさしいまちは、子どもだけにやさしいまちではなく、奈良市に住み、

訪れるすべての人にとってやさしいまちへとつながっていきます。 

子どもは、生まれながらにして、成長していく力とともに、周囲に対して自ら働きかけよ

うとする力を持っています。そして、子どもには、人と人とをつなぐ力や、まちを明るくす

る力があります。そうした力を発揮するには、子どもが安心して暮らせる環境が大切です。

奈良市は、この条例をつくるうえで、子どもの声を聴くための様々な取組を行いました。そ

の中で、「気持ちや意見を聴いてほしい」「意見を言う場がほしい」「大人といっしょに奈良を

よくしたい」といった多くの声がありました。私たちはそのような子どもの意見表明や参加

がまちづくりにとって大切なものであるとともに、子どもが地域への愛着を育み、将来のこ

のまちを担う大人へと成長していくうえでも必要なことだと考えます。 

私たちは、日本国憲法と児童の権利に関する条約の理念に基づき、一人一人の子どもにと

って何が最善かを常に考え、子どもが一人の市民として尊重され、大人と子どもがパートナ

ーとして、子どもにやさしいまちづくりを進めていくことを目指して、ここに、この条例を

定めます。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、奈良市が子どもにやさしいまちづくりを進める上で、その基本となる

理念及び具体化の方向について定めるものである。 

２ この条例が目的とする「子どもにやさしいまち」とは、子どもの権利を尊重し、子ども

が自立するための知識と経験を得られるよう子どもへの支援及び子育て支援に社会全体で

取り組み、一人一人の子どもが安心して豊かに暮らすことのできるまちをいう。 

３ この条例は、奈良市の子どもたちが今を幸せに生きることができ、将来に夢と希望をも

って成長していけるように、子ども参加によって大人と共にまちづくりを進めることを目

的とする。 

（基本理念） 

第２条 子どもにやさしいまちづくりを実現するための基本理念は、次のとおりとする。 

(１) 日本国憲法及び児童の権利に関する条約の理念に基づき、子どもが権利の主体とし

て尊重されることを全ての取組の基礎とすること。 

(２) 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子どもの

成長及び発達に応じ、その思いや意見に耳を傾け、子どもの最善の利益を第一に考慮



 

3 

 

すること。 

(３) 子どもにやさしいまちづくりを進めることは、子どもだけでなく、奈良市に住み、

又は訪れる全ての人にとってやさしいまちづくりにつながるという理念を取組の基

礎とすること。 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 子ども １８歳未満の者その他これらの者と等しく権利を認めることが適当である

者をいう。 

(２) 保護者 親及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に定める里親その他親に

代わり子どもを養育する者をいう。 

(３) 地域住民 市内に居住する者若しくは勤務場所を有する者（第１号に規定する子ど

もを除く。）又はこれらの者を構成員とする法人その他の団体をいう。 

(４) 子どもが育ち・学ぶ施設 市内の児童福祉法に規定する児童福祉施設、学校教育法

（昭和２２年法律第２６号）に規定する学校、就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）に規定する認定こど

も園及び社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）に規定する社会教育に関する施設

その他これらに類する施設のうち、子どもが育ち、学ぶために入所し、通所し、又は

通学する施設その他これらに類する施設をいう。 

(５) 事業者 市内で事業活動を行う個人又は法人その他の団体をいう。 

 

第２章 子どもの大切な権利 

（子どもにとって大切な権利の保障と他者の権利の尊重） 

第４条 子どもは、この条例の基本理念にのっとり、子どもにとって大切な権利の保障を求

めることができる。 

２ 子どもは、自分にとって大切な権利が保障されることと同様に他者の権利を尊重するよ

う努めるものとする。 

第３章 大人等の役割 

（共通の役割） 

第５条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子どもに

やさしいまちづくりを進める上で、連携し、及び協働するよう努めるものとする。 

（市の役割） 

第６条 市は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うものとする。 

(１) 市は、子どもを社会全体で健やかに育むため、国、他の地方公共団体及び関係機関

と連携し、子どもに関する施策を行うものとする。 

(２) 市は、子どもに関する施策を実施するため、必要な財政上の措置その他の措置を講

じるものとする。 

(３) 市は、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者がそれぞれ
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の役割を果たすことができるよう、必要な支援を行うものとする。 

（保護者の役割） 

第７条 保護者は、家庭が子どもの成長に大きな役割を果たすことから、子どもの育成に対

し第一義的な責任を有するものであって、子どもが健やかに育つよう努めるものとする。

この場合において、保護者は、適宜、市に相談その他の支援を求めることができるものと

する。 

（地域住民の役割） 

第８条 地域住民は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うものとす

る。 

(１) 地域住民は、子どもの豊かな人間性が地域の人、自然、社会、歴史及び文化との関

わりの中で育まれることを認識し、子どもの健やかな育ちを支援するよう努めるもの

とする。 

(２) 地域住民は、虐待等あらゆる暴力及び犯罪並びに事故から子どもを守るため、安全

で安心な地域づくりに努めるものとする。 

(３) 地域住民は、地域における取組の中において、子どもが多様な世代や子ども同士の

交流及び様々な体験をすることができる機会を提供するよう努めるものとする。 

（子どもが育ち・学ぶ施設の関係者の役割） 

第９条 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、

子どもの育成における重要な役割を担っていることを認識し、次の役割を担うものとする。 

(１) 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが、心身ともに健やかに成長し、生き

る力を身に付けること並びに能力及び可能性を最大限に伸ばすことができるように支

援するよう努めるものとする。 

(２) 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが育ち・学ぶ施設が、子どもにとって、  

安全にかつ安心して育ち、又は学ぶことのできる場となるよう、保護者、地域住民等

と連携協力して環境づくりに努めるものとする。 

(３) 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、虐待、いじめ、体罰等については、関係機関

と連携協力し、未然防止、早期発見及び解決に向けた取組を行うよう努めるものとす

る。 

（事業者の役割） 

第 10条 事業者は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うものとする。 

(１) 事業者は、子どもが健やかに育つ家庭環境づくりについて重要な役割を担っている

ことから、その雇用する労働者の仕事と子育てとの両立が図られるよう必要な職場環

境の整備に努めるものとする。 

(２) 事業者は、地域社会の一員として、子どもが育ち・学ぶ施設、地域、市等が行う子

どもを健やかに育むための取組に協力するよう努めるものとする。 

 

第４章 子どもにやさしいまちづくりの推進 

（子どもの意見表明及び参加の促進） 
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第 11条 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもの意見表明

や参加を促進するために、子どもの主体的な活動を奨励し、支援を行うよう努めるものと

する。 

２ 市は、子どもに関する施策について、適切な情報を提供し、子どもが意見表明や参加す

る機会を設けるよう努めるものとする。 

３ 地域住民は、地域の活動及び行事等について、子どもが意見表明や参加する機会を設け

るよう努めるものとする。 

４ 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、施設の行事や運営等について、子どもが意見表明

や参加する機会を設けるよう努めるものとする。 

（子ども会議） 

第 12条 市は、子どもにやさしいまちづくりや子どもに関する施策について、子どもが意見

表明をし、参加する場として奈良市子ども会議（以下「子ども会議」という。）を置くもの

とする。 

２ 子ども会議は、これに参加する子どもの自主的及び自発的な取組により運営されるもの

とする。この場合において、子ども会議は、その運営のために市に必要な支援を求めるこ

とができるものとする。 

３ 子ども会議は、これに参加する子どもの意見をまとめ、市長に提出することができるも

のとする。 

（子育て家庭への支援） 

第 13条 市は、保護者が安心して子育てをすることができるよう子育て家庭に対し必要な支

援を行うよう努めるものとする。 

２ 市、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、保護者が子育てをしや

すい環境づくりに努めるものとする。 

（特別なニーズのある子どもとその家庭に対する支援） 

第 14条 市、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、障害のある子ども、

ひとり親家庭の子ども等、特別なニーズがある子どもとその家庭に対し必要な支援を行う

よう努めるものとする。 

（子どもへの虐待等に対する取組） 

第 15条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子どもへ

の虐待、いじめ、体罰等の予防と早期発見に努めるものとする。  

２ 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、虐待、いじめ、体罰等

を受けていると思われる子どもを適切かつ速やかに救済するために、関係機関と協力して、

必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（有害・危険な環境からの保護） 

第 16条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子どもを

犯罪、交通事故、災害の被害及びその他子どもを取り巻く有害な環境から守ることができ

るよう安全な環境づくりに努めるものとする。 

２ 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが自分自身を犯
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罪、交通事故、災害の被害及びその他子どもを取り巻く有害な環境から守る力を育むため

に必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（子どもの居場所・遊び場づくり） 

第 17条 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが安心して

過ごすこと及び自然との触れ合いや遊び等様々な体験や子ども同士の交流をすることによ

り、豊かな自己を育むことができる居場所・遊び場づくりに努めるものとする。 

（相談体制） 

第 18条 市は、子どもが、自分自身、家庭及び学校のこと並びに虐待、いじめ、体罰等につ

いて、直接相談することができ、及び安心して容易に相談することができるよう相談体制

の充実を図るものとする。 

２ 市は、子どもからの相談内容に応じ、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関

係者、事業者及びその他の関係機関と連携し、子どもの救済を図るために必要な支援を行

うものとする。 

３ 市は、市及び関係行政機関等の相談窓口の周知を図るものとする。 

第５章 施策の推進 

（計画と検証） 

第 19条 市は、この条例に基づく子どもに関する施策及び子どもの未来に影響を及ぼす施策

を子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第６１条に規定する市町村子ども・

子育て支援事業計画（以下「計画」という。）において定めるものとする。 

２ 市は、計画を策定したときは、これを公表するものとする。 

３ この条例の運営状況及びこの条例の規定に基づく事業等の実施状況については、奈良市

子ども・子育て会議条例（平成２５年奈良市条例第１２号）第１条に規定する奈良市子ど

も・子育て会議（以下「会議」という。）で定期的に検証するものとする。 

４ 会議は、前項の規定による検証の結果を市長に報告し、これを公表するものとする。 

（体制整備） 

第 20条 市は、子どもに関する施策及び子どもの未来に影響を及ぼす施策に関して総合的な

調整を行うための必要な体制を整備するものとする。 

（広報及び啓発） 

第 21条 市は、この条例について、子ども、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の

関係者及び事業者の理解を深めるために必要な広報活動及び啓発活動を行うものとする。 
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Ⅱ 奈良市子どもにやさしいまちづくり条例（案） 解説 

 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、奈良市が子どもにやさしいまちづくりを進める上で、その基本となる

理念及び具体化の方向について定めるものである。 

２ この条例が目的とする「子どもにやさしいまち」とは、子どもの権利を尊重し、子ども

が自立するための知識と経験を得られるよう子どもへの支援及び子育て支援に社会全体で

取り組み、一人一人の子どもが安心して豊かに暮らすことのできるまちをいう。 

３ この条例は、奈良市の子どもたちが今を幸せに生きることができ、将来に夢と希望をも

って成長していけるように、子ども参加によって大人と共にまちづくりを進めることを目

的とする。 

 

【解説】＜目的規定＞ 

・この条例を定める目的についての条文です。この条例では、子どもにやさしいまちづくり

を進めていくための基本となる理念や、子どもにやさしいまちづくりを具体的に展開するた

めの方向について定めることを目的としています。 

・第２項では、「子どもにやさしいまち（Child Friendly Cities）」とは何かを説明していま

す。この条文では、子どもの権利を尊重するとともに、子どもが、家族、コミュニティ、社

会生活に関わり、文化的・社会的行事に参加するなどして自立するための知識や経験を得ら

れるよう社会全体で支援することや、安心して子育てのできるまちづくり又は若者が帰って

きやすいまちづくりを通して、子どもが育つための支援や子どもを育てていくに当たっての

支援に、社会全体で取り組むという考え方を表しています。「子どもにやさしいまち」は、ユ

ニセフ（国際連合児童基金）が 1996 年に提唱した考え方で、「奈良市子どもにやさしいまち

づくり条例」は、このような国際的な動きを名称に取り入れた条例です。 

・第３項では、この条例が子ども参加によって大人と共にまちづくりを進めることを目的と

することについて説明しています。子どもにやさしいまちづくりを推進するために、子ども

と子どもの育ちに関わる人の意見を聴くことや、まちづくりの過程に子どもが参加する機会

を増やしてくことを表しています。ここで規定する「成長」には身体だけでなく、自己肯定

感を育むなど精神的にも成熟していくことを通じて、日々の生活を充実させながら成長して

いくという意味が含まれています。 

 

 （基本理念） 

第２条 子どもにやさしいまちづくりを実現するための基本理念は、次のとおりとする。 

(１) 日本国憲法及び児童の権利に関する条約の理念に基づき、子どもが権利の主体と

して尊重されることを全ての取組の基礎とすること。 

(２) 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子ども

の成長及び発達に応じ、その思いや意見に耳を傾け、子どもの最善の利益を第一に
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考慮すること。 

(３) 子どもにやさしいまちづくりを進めることは、子どもだけでなく、奈良市に住み、

又は訪れる全ての人にとってやさしいまちづくりにつながるという理念を取組の基

礎とすること。 

【解説】＜基本理念＞ 

・この条例を定めるに当たっての基本的な理念についての条文です。 

・第１号では、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の考えに基づき、子どもにやさしい

まちづくりを実現するための取組においては、子どもが権利の主体として尊重されることが

全ての基礎となることを表しています。 

 子どもの権利に関して、「権利を認めると子どもがわがままになる」、「権利は一人前になっ

てはじめて主張できるもの」、「権利を主張するなら義務を果たすべき」という考え方もあり

ますが、本条例で定める権利とは、児童の権利に関する条約（日本は 1994年 4月に批准）に

定められている権利であり、誰もが生まれながらに有する基本的人権です。 

 国際連合は、１０年間にわたり審議し、1989年 11月 20日に、児童の権利に関する条約を

定め、全ての子どもが無条件に持つことができる「あたりまえ」＝権利＝Rightsを決めまし

た。ユニセフは、その権利を「生きる権利」「育つ権利」「守られる権利」「参加する権利＝思

いや意見を聴いてもらえる権利」の４つに整理しました。 

・第２号では、子どもを取り巻く様々な関係者の皆さんが、子どもを支援する際には常に「子

どもの最善の利益」＝「子どもにとってもっともいいこと」を考慮するよう努めることを明

記しています。児童の権利に関する条約では、「児童に関するすべての措置をとるに当たって

は、公的若しくは私的な社会福祉施設、裁判所、行政当局又は立法機関のいずれによって行

われるものであっても、児童の最善の利益が主として考慮されるものとする。」（第３条１）

と規定されています。 

・「子どもの最善の利益を第一に考慮する」とは、子どもに関係のあることを行うときには、

子どもにとってもっともよいことは何かを第一に考えなければならないという考え方です。 

・第３号では、子どもにやさしいまちづくりを進めることは、子どもだけではなく、奈良市

に住み、又は訪れる全ての人にとってやさしいまちづくりにつながるという理念を奈良市の

取組の基礎とすることを掲げています。 

・子どもの最善の利益を考えることは、大人の責任です。しかし、子どもは大人から一方的

に「与えられ」「守られる」だけの存在ではありません。この条例を作る過程で、子どもと大

人を対象としたアンケート調査、児童養護施設等に出向いての子どもからの聞き取り調査、

子どもワークショップ等を実施しました。その中で子どもたちから寄せられた意見を通して

「子どもは大人が想像している以上に、深くものごとを考えている」「子どもは言いたいこと

があるということを大人が理解できていない」「子どもは奈良市が好き。好きだからこそ、い

ろいろ意見も伝えたい」「子どもは奈良のまちづくりにもっと関わりたいと思っている」とい

ったことが分かってきました。 

 子どもの最善の利益は、子どもの意見を聴き、まちづくりへの参加を保障することによっ

て、より具体的なものになると考えられます。 
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児童の権利に関する条約が定める子どもの意見表明の「意見（views）」は、必ずしも理路

整然とした主張や見解のみを指すものではなく、子どもの気持ちや心情、つまり「つらい」

とか「悲しい」とか、そのようなことも含めて「意見」としています。大人が、子どもの発

達や成長の段階に応じて、子どもの「意見」を受け止めることによって、子どもの発達や成

長が支えられていく、ということです。それは子どもの立場からすれば、家庭や地域や学校

で自分の意見を表明して、その社会の一員として社会参加していく過程を通して、子どもは

豊かに発達・成長することができる、ということです。子どもの育ちと親の子育てに不可欠

な要件が、子どもの意見表明と参加だと考えられます。 

 （定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 子ども １８歳未満の者その他これらの者と等しく権利を認めることが適当である

者をいう。 

(２) 保護者 親及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に定める里親その他親に

代わり子どもを養育する者をいう。 

(３) 地域住民 市内に居住する者若しくは勤務場所を有する者（第１号に規定する子ど

もを除く。）又はこれらの者を構成員とする法人その他の団体をいう。 

(４) 子どもが育ち・学ぶ施設 市内の児童福祉法に規定する児童福祉施設、学校教育法

（昭和２２年法律第２６号）に規定する学校、就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）に規定する認定こど

も園及び社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）に規定する社会教育に関する施設

その他これらに類する施設のうち、子どもが育ち、学ぶために入所し、通所し、又は

通学する施設その他これらに類する施設をいう。 

(５) 事業者 市内で事業活動を行う個人又は法人その他の団体をいう。 

 

【解説】＜定義規定＞ 

・この条例に定められている用語の意味を明らかにしている条文です。 

・第１号では、子どもについて、明らかにしています。「１８歳未満の者」とは、奈良市民だ

けではなく、奈良市を訪れた人であっても、市内にいる限りは子どもとして広く対象として

います。また「その他これらの者」とは、１８歳未満でなくても、未成年で高校生である人

などを対象としています。 

・第２号では、保護者について明らかにしています。親や、親に代わり子どもを養育する者

を保護者としています。児童福祉法では、保護者を「親権を行う者、未成年後見人その他の

者で、児童を現に監護する者をいう」としています（第６条）。また、同法では、里親を「養

育里親及び厚生労働省令で定める人数以下の要保護児童を養育することを希望する者であつ

て、養子縁組によつて養親となることを希望するものその他のこれに類する者として厚生労

働省令で定めるもののうち、都道府県知事が第二十七条第一項第三号の規定により児童を委

託する者として適当と認めるものをいう」（第６条の４第１項）とし、養育里親を「前項に規



 

10 

 

定する厚生労働省令で定める人数以下の要保護児童を養育することを希望し、かつ、都道府

県知事が厚生労働省令で定めるところにより行う研修を修了したことその他の厚生労働省令

で定める要件を満たす者であつて、第三十四条の十九に規定する養育里親名簿に登録された

ものをいう」（第６条の４第２項）としています。この条例にいう保護者も、このような内容

を含んでいます。 

・第３号では、地域住民について明らかにしています。「その他の団体」とは、自治会、子ど

も会、老人会、地域教育協議会などをいいます。 

・第４号では、子どもが育ち・学ぶ施設について明らかにしています。「その他これらに類す

る施設」とは、認可外保育施設、地域子育て拠点施設、放課後児童健全育成事業施設（バン

ビーホームなど）といった、市内にある子どもが育ち・学ぶためのあらゆる施設をいいます。 

・第５号では、事業者について明らかにしています。「その他の団体」とは、設立登記前の会

社、法人格を有していない自治会、政党要件を満たさない政治団体、マンションの管理組合、

サークルなどをいいます。 

 

   第２章 子どもの大切な権利 

 （子どもにとって大切な権利の保障と他者の権利の尊重） 

第４条 子どもは、この条例の基本理念にのっとり、子どもにとって大切な権利の保障を求

めることができる。 

２ 子どもは、自分にとって大切な権利が保障されることと同様に他者の権利を尊重するよ

う努めるものとする。 

 

【解説】＜権利規定＞ 

・子どもが保障される権利と他者の権利の尊重についての条文です。 

・この条例の基本理念に基づき、子どもにとって大切な権利が保障されるよう、子どもたち

が求めることができることを表しています。 

・さらに第２項では、自分自身の権利の保障を求めるだけではなく、他者の権利も自分自身

の権利と同様に尊重されるよう、子どもたちが「努めるものとする」ことを表しています。 

・この条例における「努めるものとする」や「するものとする」といった言葉の使い分けに

ついては、市として確実に責任を持って行うことができることが明確である部分は「するも

のとする」といった断定的な表現をしています。また、「努めるものとする」と表記している

部分についても、市として、決して消極的ということではなく積極的な姿勢で取り組んでい

きます。しかし、個別具体的な様々なケースにおいては、確実に取組を行うことができない

場合も考えられるため、「努めるものとする」といった表現をしています。 

そして、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者については、そ

れぞれの関係者の皆さんのご協力のもとに実現していくという考えをしていますので、「努め

るものとする」という表現をしています。 

 

   第３章 大人等の役割 
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 （共通の役割） 

第５条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子どもに

やさしいまちづくりを進める上で、連携し、及び協働するよう努めるものとする。 

（市の役割） 

第６条 市は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うものとする。 

(１) 市は、子どもを社会全体で健やかに育むため、国、他の地方公共団体及び関係機関

と連携し、子どもに関する施策を行うものとする。 

(２) 市は、子どもに関する施策を実施するため、必要な財政上の措置その他の措置を講

じるものとする。 

(３) 市は、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者がそれぞれ

の役割を果たすことができるよう、必要な支援を行うものとする。 

（保護者の役割） 

第７条 保護者は、家庭が子どもの成長に大きな役割を果たすことから、子どもの育成に対

し第一義的な責任を有するものであって、子どもが健やかに育つよう努めるものとする。

この場合において、保護者は、適宜、市に相談その他の支援を求めることができるものと

する。 

（地域住民の役割） 

第８条 地域住民は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うものとす

る。 

(１) 地域住民は、子どもの豊かな人間性が地域の人、自然、社会、歴史及び文化との関

わりの中で育まれることを認識し、子どもの健やかな育ちを支援するよう努めるもの

とする。 

(２) 地域住民は、虐待等あらゆる暴力及び犯罪並びに事故から子どもを守るため、安全

で安心な地域づくりに努めるものとする。 

(３) 地域住民は、地域における取組の中において、子どもが多様な世代や子ども同士の

交流及び様々な体験をすることができる機会を提供するよう努めるものとする。 

（子どもが育ち・学ぶ施設の関係者の役割） 

第９条 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、

子どもの育成における重要な役割を担っていることを認識し、次の役割を担うものとする。 

(１) 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが、心身ともに健やかに成長し、生き

る力を身に付けること並びに能力及び可能性を最大限に伸ばすことができるように

支援するよう努めるものとする。 

(２) 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが育ち・学ぶ施設が、子どもにとって、  

安全にかつ安心して育ち、又は学ぶことのできる場となるよう、保護者、地域住民等

と連携協力して環境づくりに努めるものとする。 

(３) 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、虐待、いじめ、体罰等については、関係機関

と連携協力し、未然防止、早期発見及び解決に向けた取組を行うよう努めるものとす

る。 
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 （事業者の役割） 

第 10条 事業者は、子どもにやさしいまちづくりを進める上で、次の役割を担うものとする。 

(１) 事業者は、子どもが健やかに育つ家庭環境づくりについて重要な役割を担っている

ことから、その雇用する労働者の仕事と子育てとの両立が図られるよう必要な職場環

境の整備に努めるものとする。 

(２) 事業者は、地域社会の一員として、子どもが育ち・学ぶ施設、地域、市等が行う子

どもを健やかに育むための取組に協力するよう努めるものとする。 

 

【解説】＜大人等の役割＞ 

・市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者を対象とした、子ど

もにやさしいまちづくりを行う上での役割についての条文です。 

・第５条では、市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者に共通

する役割として、互いに連携し、及び協働して子どもにやさしいまちづくりを行うよう努力

することを表しています。 

・第６条では、市の役割を明らかにしています。（１）国や都道府県・市区町村といった行政

機関や関係機関と連携していくこと、（２）子どもに関する様々な施策について推進していく

こと、（３）保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者がそれぞれの役

割を果たすことができるよう、市が必要な支援を行うことを掲げています。 

・第７条では、保護者の役割を明らかにしています。子どもの育成について保護者にまず責

任があり、子どもが健やかに育つよう努力される必要があることを表しています。そして、

保護者は、子どもを健やかに育てる上で市に相談やその他の支援を求めることができること

を表しています。 

・第８条では、地域住民の役割を明らかにしています。地域住民の役割として、（１）子ども

の健やかな育ちを支援すること、（２）子どもへの虐待をはじめとするあらゆる暴力や、犯罪、

事故から子どもを守るために、安全で安心な地域づくりに努力されること、（３）地域におけ

る取組の中で、子どもが多様な世代の人たちや子ども同士で、交流や様々な体験をすること

ができる機会を提供するよう努力されることを掲げています。 

・第９条では、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者の役割を明らかにしています。子どもが育

ち・学ぶ施設の関係者の役割として、子どもにやさしいまちづくりを進めるため、（１）子ど

もが心身ともに健やかに成長し生きる力を身に付け、能力や可能性を最大限に伸ばすことが

できるように支援するよう努めること、（２）子どもが育ち・学ぶ施設が子どもにとって安全

で安心な場となるように保護者や地域住民等と連携協力して環境づくりに努めること、（３）

子どもへの虐待、いじめ、体罰等については、関係機関と連携協力し、これらを未然に防止

する取組・早期発見・解決に向けた取組を行うように努力することを掲げています。 

・第 10条では、事業者の役割を明らかにしています。事業者の役割として、（１）その事業

者のもとで働く人たちが、仕事と子育てを両立できるように職場環境を整備するよう努力す

ること、（２）地域社会の一員として、子どもが育ち・学ぶ施設、地域、市等が行う、子ども

を健やかに育むための取組に協力するように努力することを掲げています。なお、「必要な職
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場環境の整備」とは、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の視点から、育児休

業・短時間勤務といった柔軟な働き方を支える制度を整備することや、そのような制度を利

用しやすい職場風土づくりを推進していくことなどをいいます。 

 

   第４章 子どもにやさしいまちづくりの推進 

 （子どもの意見表明及び参加の促進） 

第 11条 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもの意見表明

や参加を促進するために、子どもの主体的な活動を奨励し、支援を行うよう努めるものと

する。 

２ 市は、子どもに関する施策について、適切な情報を提供し、子どもが意見表明や参加す

る機会を設けるよう努めるものとする。 

３ 地域住民は、地域の活動及び行事等について、子どもが意見表明や参加する機会を設け

るよう努めるものとする。 

４ 子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、施設の行事や運営等について、子どもが意見表明

や参加する機会を設けるよう努めるものとする。 

 （子ども会議） 

第 12条 市は、子どもにやさしいまちづくりや子どもに関する施策について、子どもが意見

表明をし、参加する場として奈良市子ども会議（以下「子ども会議」という。）を置くもの

とする。 

２ 子ども会議は、これに参加する子どもの自主的及び自発的な取組により運営されるもの

とする。この場合において、子ども会議は、その運営のために市に必要な支援を求めるこ

とができるものとする。 

３ 子ども会議は、これに参加する子どもの意見をまとめ、市長に提出することができるも

のとする。 

 （子育て家庭への支援） 

第 13条 市は、保護者が安心して子育てをすることができるよう子育て家庭に対し必要な支

援を行うよう努めるものとする。 

２ 市、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、保護者が子育てをしや

すい環境づくりに努めるものとする。 

（特別なニーズのある子どもとその家庭に対する支援） 

第 14条 市、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、障害のある子ども、

ひとり親家庭の子ども等、特別なニーズがある子どもとその家庭に対し必要な支援を行う

よう努めるものとする。 

（子どもへの虐待等に対する取組） 

第 15条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子どもへ

の虐待、いじめ、体罰等の予防と早期発見に努めるものとする。  

２ 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、虐待、いじめ、体罰等

を受けていると思われる子どもを適切かつ速やかに救済するために、関係機関と協力して、
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必要な支援を行うよう努めるものとする。 

 （有害・危険な環境からの保護） 

第 16条 市、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子どもを

犯罪、交通事故、災害の被害及びその他子どもを取り巻く有害な環境から守ることができ

るよう安全な環境づくりに努めるものとする。 

２ 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが自分自身を犯

罪、交通事故、災害の被害及びその他子どもを取り巻く有害な環境から守る力を育むため

に必要な支援を行うよう努めるものとする。 

 （子どもの居場所・遊び場づくり） 

第 17条 市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者は、子どもが安心して

過ごすこと及び自然との触れ合いや遊び等様々な体験や子ども同士の交流をすることによ

り、豊かな自己を育むことができる居場所・遊び場づくりに努めるものとする。 

 （相談体制） 

第 18条 市は、子どもが、自分自身、家庭及び学校のこと並びに虐待、いじめ、体罰等につ

いて、直接相談することができ、及び安心して容易に相談することができるよう相談体制

の充実を図るものとする。 

２ 市は、子どもからの相談内容に応じ、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関

係者、事業者及びその他の関係機関と連携し、子どもの救済を図るために必要な支援を行

うものとする。 

３ 市は、市及び関係行政機関等の相談窓口の周知を図るものとする。 

 

【解説】＜子どもにやさしいまちづくりの推進＞ 

・この章では、「子どもにやさしいまち」を奈良市で具体化していくために必要な施策等に関す

る事項について掲げています。 

・第 11条では、子どもにやさしいまちづくりを推進していくに当たって、子どもによる意見

表明や参加の促進がもっとも大切なものであるとともに、子どもが地域への愛着を育み、将

来このまちを担う大人へと成長していく上でも必要なことであり、以下の施策の基盤となる

考えであることを表しています。市、保護者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係

者が、それぞれ子どもの主体的な活動を奨励し、子どもへの支援を行うように努力すること

を掲げています。さらに第２項、第３項及び第４項では、市、地域住民及び子どもが育ち・

学ぶ施設の関係者が、それぞれ子どもが意見表明や参加を行えるような機会を設けるように

努力することを表しています。 

・第 12条は、子ども会議についての条文です。子どもにとってよりよい決定を行い、子ども

にとっての最善の利益を確保していくためにも、子どもが意見表明をし、参加することは欠

かせないものです。児童の権利に関する条約では、その第 12条で、子どもの意見の尊重を重

視しています。このような子どもの意見表明や参加を支援するための取組として、市が子ど

も会議を設置することを掲げています。さらに、子どもの意見表明や参加は、子どもが自己

肯定感を育み自己実現をしていくためにも、家庭・学校・社会の構成員としての役割を果た
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していくためにも重要な意味を持ちます。また、子どもが成長していくための人間関係づく

りにも不可欠なものです。そして第２項では、子ども会議は、子どもの自主的・自発的な取

組によって運営されるものとします。この場合において、子ども会議は、市に必要な支援を

求めることができ、市は、そのための方法や仕組みを整えるものとします。第３項では、子

ども会議が子どもの意見をまとめ、その意見を市長に提出できることをそれぞれ表していま

す。 

・第 13条は、子育て家庭への支援についての条文です。市が子育て家庭に対して必要な支援

を行うよう努力することを掲げています。第２項では、市、地域住民、子どもが育ち・学ぶ

施設の関係者及び事業者がそれぞれ、保護者が子育てをしやすい環境づくりに努力すること

を掲げています。 

・第 14条は、障害のある子どもやひとり親家庭の子ども等（経済的に困難な家庭の子ども、

不登校・ひきこもりの子どもなど）、特別なニーズのある子どもやその家庭に対する条文です。

これらの子ども・家庭に対して、市、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業

者がそれぞれの役割に応じて必要な支援を行うように努力することを表しています。 

・第 15条は、子どもへの虐待、いじめ、体罰等に対する取組についての条文です。市、保護

者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、子どもへの虐待、いじめ、

体罰等に対して予防と早期発見に努めることを表しています。さらに第２項では、市、保護

者、地域住民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者が、このような子どもへの虐待、いじめ、

体罰等を受けていると思われる子どもを適切かつ速やかに救済するために、関係機関と協力

して、救済に必要な支援を行うように努力することを表しています。 

・第 16条は、有害な環境や危険な環境から子どもたちを守ることについての条文です。市、

保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者がそれぞれ子どもを犯罪や

交通事故、災害の被害及びその他子どもを取り巻く有害な環境から守ることができるように、

安全な環境を作る努力をすることを表しています。さらに第２項では、市、保護者、地域住

民及び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者が、子どもが有害な環境から自らを守る力を育むこ

とができるよう、必要な支援を行うために努力することを表しています。 

・第 17条は、子どもの居場所や遊び場づくりについての条文です。市、保護者、地域住民及

び子どもが育ち・学ぶ施設の関係者が、子どもが安心して過ごすだけではなく、自然とのふ

れあいや遊びといった様々な体験や子ども同士の交流を行い、また成長していく場所として、

豊かな自己を育むことができる居場所や遊び場づくりに努力することを表しています。 

・第 18条は、子どもが直接相談できる体制についての条文です。子どもが、自分自身、家庭

及び学校などの身近なことや、子どもへの虐待、いじめ、体罰等について、子どもが市に直

接、安心して容易に相談できるような体制を市が充実させていくことを表しています。なお、

「充実」とは、この条例の第２条第２号「子どもの最善の利益を第一に考慮すること」とい

った内容をもとに、市が、子どもが直接相談しやすい環境を整えていくことをいいます。第

２項では、子どもからの相談内容に応じて、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の

関係者、事業者及びその他の関係機関（奈良県中央こども家庭相談センター、奈良県警本部

少年サポートセンターなど）などと連携して、子どもへの虐待、いじめ、体罰等から子ども
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の救済を図るために必要な支援を行っていくことを表しています。第３項では、市が、この

ような相談窓口について、子どもをはじめ全ての市民や関係者に対し広く知らせていくこと

を表しています。市だけではなく、関係機関にもこのような相談窓口がありますので、市以

外の相談窓口についても広く知らせていくようにします。 

 

   第５章 施策の推進 

 （計画と検証） 

第 19条 市は、この条例に基づく子どもに関する施策及び子どもの未来に影響を及ぼす施

策を子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第６１条に規定する市町村子ど

も・子育て支援事業計画（以下「計画」という。）において定めるものとする。 

２ 市は、計画を策定したときは、これを公表するものとする。 

３ この条例の運営状況及びこの条例の規定に基づく事業等の実施状況については、奈良

市子ども・子育て会議条例（平成２５年奈良市条例第１２号）第１条に規定する奈良市

子ども・子育て会議（以下「会議」という。）で定期的に検証するものとする。 

４ 会議は、前項の規定による検証の結果を市長に報告し、これを公表するものとする。 

 （体制整備） 

第 20条 市は、子どもに関する施策及び子どもの未来に影響を及ぼす施策に関して総合的

な調整を行うための必要な体制を整備するものとする。 

 （広報及び啓発） 

第 21条 市は、この条例について、子ども、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設

の関係者及び事業者の理解を深めるために必要な広報活動及び啓発活動を行うものとす

る。 

 

【解説】＜施策の推進＞ 

・この条例によって市が行う施策と、その施策を推進していくための条文です。 

・第 19条では、この条例に基づいて行われる施策とその施策による成果を検証していくこと

を表しています。この条例に基づいた子どもに関する施策と、子どもの未来に影響を及ぼす

施策について、国の子ども・子育て支援法に定められた市町村子ども・子育て支援事業計画

で定めることを表しています。また第２項では、市が計画を定めたときには、この計画を公

表することを表しています。第３項では、この条例がどのように運営され、この条例に基づ

く事業が条例の理念に沿って実施されているかを、奈良市子ども・子育て会議で、定期的に

検証していくことを表しています。そして第４項では、この奈良市子ども・子育て会議での

検証結果を市長に報告し、これを公表することを表しています。 

・第 20条では、子どもに関する施策や、子どもの未来に影響を及ぼす施策に関して、市役所

内での調整を総合的に行うための体制づくりを行うことを表しています。 

・第 21条では、子ども、保護者、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者そ

れぞれの皆さんの理解を深めるために、広報・啓発活動を市が行っていくことを表していま

す。なお、これにはこの条例の基本理念を市が市の職員に啓発することも含まれます。 
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Ⅲ 奈良市子ども条例検討の取り組みについて 

平成２４年３月に第１回奈良市子ども条例検討委員会を開催して以降、これまでに１７回の

検討委員会を開催してきましたが、その中で、条例の検討に当たっては当事者である子どもた

ちの声を聴くことが大切であるとの考えのもと、奈良市と共にこれまでに四つの取り組みを行

ってきました。 

一つ目は、学校、家庭や地域社会における子どもたちの思いや課題などを聴き、そして大人

の子どもたちへの関わりや大人から見た子ども像などを、奈良市全域から幅広く聴くために、

小学５年生、中学２年生、１７歳の市民及び大人を対象としたアンケート調査を行いました。 

二つ目は、アンケート調査では把握しきれない、普段意見が届きにくい子どもたちの声を聴

くために、児童養護施設と母子生活支援施設に子ども条例検討委員と子ども政策課職員が出向

いて、子どもたちからインタビュー調査を行いました。また、そうした子どもたちをとりまく

大人たちの声を聴くために、児童相談所と児童家庭支援センターの職員から、そして非行と向

き合う親たちの会と不登校・引きこもりを考える親たちの会の保護者から、それぞれインタビ

ュー調査を行いました。 

三つ目は、子どもに関わりのあるテーマについて、子どもたち自身に話し合ってもらい、そ

して提案をしてもらうために、平成２４年度と平成２５年度の夏休み期間を中心に未来をひら

く子どもワークショップを開催するとともに、子どもたちにワークショップで出された意見や

提案がどのように条例検討に活かされたのかを説明するためのワークショップを開催しました。 

四つ目は、これら三つの取り組みから聴こえてきた子どもたちの声をふまえ、子ども条例に

ついて市民と共に考えるために、平成２５年５月に未来をひらく子どもシンポジウムを開催し、

その中で、「私が奈良市長だったらこんな奈良市にしたい」というテーマで、子どもワークショ

ップ参加者と仲川市長、子ども条例検討委員による意見交換を行いました。 

こうした取り組みから聴こえてきた、子どもの声や、子どもをとりまく大人の声をふまえ、

奈良の未来をひらく子どもたちが今を幸せに生き、将来に夢と希望をもって成長していけるよ

うな、子どもにやさしいまちづくりを目指す条例となるように、その内容について検討を進め、

条例骨子案の中間報告を平成２６年５月にとりまとめ、６月にパブリックコメントを実施しま

した。 

その結果も参考にし「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例（案）」の報告を取りまとめま

した。 

・子ども条例の検討フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケート調査 

・小学 5年生       485件 

・中学 2年生     558件 

・17歳の市民      1,000件 

・20歳以上の市民   1,500件 

インタビュー調査 

・児童養護施設（子ども） 

・母子生活支援施設（子ども） 

・児童相談所（職員） 

・児童家庭支援センター（職員） 

・非行と向き合う親たちの会、不

登校・引きこもりを考える親た

ちの会（保護者） 

子どもワークショップ 

・平成 24年度（参加者 34名） 

子どもたちが感じている思い

や課題等を把握する 

・平成 25年度（参加者 16名） 

子どもたちの意見や思いを

「私たちがつくる子ども条例

10箇条」として提案する 

 

 

 

 

 

 

奈良市子ども条例検討委員会（委員 6人） 

アンケート調査、インタビュー調査、子どもワークショップの結果をふ

まえ子ども条例を検討 

シンポジウム 

子どもワークショップ

参加者と仲川市長、子ど

も条例検討委員による

意見交換 

声 

声 声 

意見

交換 

意見 

交換 



 

18 

 

１ 奈良市子ども条例検討委員会及び同検討作業部会の開催 

（１） 奈良市子ども条例検討委員会の開催 

回 開催日 検討テーマ 

第 1回 平成 24年 3 月 9日 
役員の選任 

制定に向けた取り組み等 

第 2回 平成 24年 4月 27日 
年間スケジュール 

子どもワークショップ設置等 

第 3回 平成 24年 5月 31日 
子どもワークショップ実施内容 

インタビュー調査実施方法等 

第 4回 平成 24年 7月 31日 
子どもワークショップ実施 

インタビュー調査方法等 

第 5回 平成 24年 9 月 5日 
子どもワークショップ中間報告 

インタビュー調査実施報告等 

第 6回 平成 24年 10月 26 日 
アンケート調査項目 

子どもワークショップ成果発表会 

第 7回 平成 24年 12月 21 日 子どもワークショップ及び出前実態調査の検証等 

第 8回 平成 25年 2月 20日 アンケート調査分析方法 

第 9回 平成 25年 4月 19日 
ワークショップ等の検討委員会コメント 

シンポジウム開催・子どもワークショップ実施 

第 10 回 平成 25年 6 月 7日 
平成２５年度子どもワークショップ開催案 

奈良市子ども条例の方向性 

第 11 回 平成 25年 8月 23日 

平成２５年度未来をひらく子どもワークショップ参

加者との意見交換 

意見交換を終えて条例への反映   

第 12 回 平成 25年 10月 30 日 

奈良市子ども条例検討作業部会の設置 

子ども条例における目的・子どもの権利と責任・大人

等の責務と役割 

第 13 回 平成 25年 12月 25 日 
子ども条例における基本理念・子どもにやさしいまち

づくりの推進 

第 14 回 平成 26年 2月 24日 
子ども条例における子どもの権利の侵害に対する相

談体制及び救済 

第 15 回 平成 26年 4月 25日 子ども条例中間報告 

第 16 回 平成 26年 7月 18日 
子ども条例前文 

パブリックコメントに対する市の考え方(案) 

第 17 回 平成 26年 9月 24日 子ども条例最終報告 
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（２）奈良市子ども条例検討作業部会の開催 

奈良市子ども条例検討委員会に作業部会を設置し子ども条例の条文案を集中的に検討して 

います。 

回 開催日 検討テーマ 

第 1回 平成 25年 11月 25 日 
子ども条例における目的・定義・子どもの権利と他

者の権利の尊重・大人等の役割 ① 

第 2回 平成 25年 12月 9日 
子ども条例における目的・定義・子どもの権利と他

者の権利の尊重・大人等の役割 ② 

第 3回 平成 26年 1月 23日 
子ども条例における基本理念・子どもにやさしいま

ちづくりの推進 ① 

第 4回 平成 26年 2 月 2日 

子ども条例における基本理念・子どもにやさしいま

ちづくりの推進 ② 

子どもシンポジウム参加者との意見交換 

第 5回 平成 26年 3月 12日 
子ども条例における子どもの権利の侵害に対する相

談体制及び救済 

第 6回 平成 26年 8 月 1日 子ども条例前文 

 

２ 子どもの声を聴くための取組 

（１）アンケート調査の実施 

① 小学５年生を対象とするアンケート調査 

  ア 調査件数   ４８５件（地区ごとに児童数を比例按分し学校を抽出） 

イ 調査方法    学校を通じて配布・回収 

ウ 実施期間   平成２４年１２月１８日（火）～平成２５年１月８日（火） 

② 中学２年生を対象とするアンケート調査 

ア 調査件数   ５５８件（地区ごとに生徒数を比例按分し学校を抽出） 

イ 調査方法    学校を通じて配布・回収 

ウ 実施期間   平成２４年１２月１８日（火）～平成２５年１月８日（火） 

③ １７歳の者を対象とするアンケート調査 

ア 発送件数    １，０００件（住基データより無作為抽出） 

イ 回収件数       ４７０件（回収率４７.０％） 

ウ 調査方法    郵送による配布・回収 

エ 実施期間   平成２４年１２月１８日（火）～平成２５年１月７日（月） 

④ ２０歳以上の市民を対象とするアンケート調査 

ア 発送件数    １，５００件（住基データより無作為抽出） 

イ 回収件数      ８１４件（回収率５４.３％） 

ウ 調査方法    郵送による配布・回収 

エ 実施期間   平成２４年１２月１８日（火）～平成２５年１月７日（月） 
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（２）子ども関連施設等へのインタビュー調査の実施 

① 実施日 

平成２４年８月２８日（火）から平成２４年９月３日（月） 

② 対象施設等及び調査対象 

  対  象  施  設 等 調査対象 

奈良県中央こども家庭相談センター(児童相談所) 職員 

（福）奈良社会福祉院佐保山荘(母子生活支援施設) 子ども 

（福）宝山寺福祉事業団愛染寮(児童養護施設) 子ども 

（福）天理児童家庭支援センターてんり(児童家庭支援センター) 職員 

奈良つきあかりの会(非行と向き合う親たちの会) 会の代表者等 

ふきのとうの会(不登校・引きこもりを考える親たちの会) 会の代表者等 

③ インタビュー内容 

ア 子ども保護者の現状 

イ 子どもを取りまく地域の姿 

ウ 子どもを取りまく社会の状況 

エ 親、保護者の姿 

オ 困難を抱える子どもたちの状況（悩みや困っていること）等 

 

（３）未来をひらく子どもワークショップ 

（３）－１ 平成２４年度 

① 要旨 

子ども条例の制定に向け、その内容を検討するに当たり、子どもたちが普段から感じている

思いや課題やニーズ等を把握するために、夏休み期間を中心に５回のワークショップを開催し

ました。 

そして、その成果を取りまとめ市長、副市長、教育長らが出席のもと成果発表会を行いまし

た。 

② ワークショップ参加者 

奈良市内に在住する小学５年生から高校１年生までの３４名の子どもたちが参加しました。 

③ ファシリテーター 

シチズンシップ共育企画 代表 川中 大輔 氏 

④ サポーター  

１２名の大学生等が参加しました。なお、サポーターにワークショップの運営補助等を効果

的に行うにあたり必要な知識や技量を身につけてもらうためにサポーター養成講座を開催しま

した。 

⑤ ワークショップ開催状況 

ア  開催日、テーマ及び参加人数 

回 開催日 テーマ 参加人数 

第１回 平成２４年 ７月３１日（火） 奈良市と私の「今」 ２８人 

第２回 平成２４年 ８月 ２日（木） 奈良市と私の「未来」 ２２人 
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第３回 平成２４年 ８月 ８日（水） 奈良市と私の「未来」 ２８人 

第４回 
平成２４年 ８月２３日（木） 

「未来」と「今」をつなぐ 
１４人 

平成２４年 ８月２４日（金） １２人 

第５回 平成２４年１０月２０日（土） 発表に向けてのまとめ １６人 

第６回 平成２４年１１月１７日（土） 成果発表会 ２３人 

※ 第４回は参加人数の関係で２回に分けて開催した。 

イ 開催時間及び場所 

・開催時間  午前１０時から午前１２時まで 

・開催場所  奈良市役所会議室 

（３）－２ 平成２５年度 

① 要旨 

子ども条例の制定に向け、その内容を検討するに当たり、子どもたちの意見や思いを「私た

ちがつくる子ども条例１０箇条」として提案してもらうために、夏休み期間に５回のワークシ

ョップを開催しました。 

そして、５回のワークショップの成果を取りまとめ、奈良市子ども条例検討委員会において、

参加者の子どもたち１０人と子ども条例検討委員による意見交換を行いました。 

② ワークショップ参加者 

奈良市内に在住する小学５年生から中学２年生までの１６名の子どもたちが参加しました。 

③ ファシリテーター 

シチズンシップ共育企画 代表 川中 大輔 氏 

④ サポーター  

１０名の大学生等が参加しました。なお、サポーターにワークショップの運営補助等を効果

的に行うにあたり必要な知識や技量を身につけてもらうためにサポーター養成講座を開催しま

した。 

⑤ ワークショップ開催状況 

ア 開催日、テーマ及び参加人数 

回 開催日 テーマ 参加人数 

第１回 平成２５年８月 １日（木） 仲間と出会い、奈良を見つめる  ８人 

第２回 平成２５年８月 ５日（月） 私たちの声を届けよう！（１） １２人 

第３回 平成２５年８月 ７日（水） 私たちの声を届けよう！（２） １１人 

第４回 平成２５年８月１９日（月） 私たちの声を聞いてもらおう！ １５人 

第５回 平成２５年８月２１日（水） 私たちがつくる子ども条例１０箇条 １４人 

 平成２５年８月２３日（金） 
奈良市子ども条例検討委員との意見

交換 
１０人 

イ 開催時間及び場所 

・開催時間  午前１０時から午前１２時まで 

 （※奈良市子ども条例検討委員との意見交換のみ午後１時から午後２時３０分まで） 

・開催場所  奈良市役所会議室 
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（３）－３ 平成２４・２５年度 未来をひらく子どもワークショップ参加者への説明のた

めのワークショップ 

① 要旨 

  平成２４・２５年度 未来をひらく子どもワークショップ参加者に、ワークショップで出さ

れた意見や提案がどのように条例の検討に活かされたのかを、子ども条例検討委員から子ども

たちに説明するためのワークショップを開催しました。 

② 開催日時及び場所 

平成２６年３月２１日（金） 午後２時から午後３時３０分 

  奈良市役所 奈良市役所会議室 

③ 参加者 

 ・子どもワークショップ参加者     １０人 

 ・子ども条例検討委員             ５人 

・子どもワークショップサポーター       ２人 

（４）未来をひらく子どもシンポジウムの開催 

① 開催日時及び場所 

   平成２５年５月１９日（日）午後１時から午後３時３０分 

   はぐくみセンター９階 大講座室 

② 参加者数                              １６２名 

 ア 子ども条例検討委員                   ６名  

  イ 子どもワークショップ参加者               ７名  

  ウ 子どもワークショップサポーター            ２名  

  エ 一般参加者                 １４７名  

③ 内容 

ア 開会 

イ 仲川市長あいさつ 

ウ 基調講演 

     講師   千葉大学大学院教授 木下 勇 氏 

     テーマ  「子どもの参画による子どもにやさしいまち 

～世界の動向から奈良の将来を考える」 

エ 奈良市子ども条例検討の経過報告 

    奈良市子ども条例検討委員会委員長 浜田 進士 氏 

（特定非営利活動法人 子どもの権利条約総合研究所 関西事務所長） 

オ 休憩 

カ 子どもワークショップ参加者と仲川市長、子ども条例検討委員との意見交換 

        テーマ「私が奈良市長だったらこんな奈良市にしたい」 

キ 閉会 

（５）パブリックコメントの実施 

① 募集期間 

平成２６年６月２日（月）から平成２６年６月３０日（月） 

② 提出状況 

   １５人から３５件 
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Ⅳ 委員名簿 

１  奈良市子ども条例検討委員会委員名簿 

 氏名 役職等 

委員長 浜田 進士 
特定非営利活動法人  

子どもの権利条約総合研究所関西事務所 所長 

副委員長 木下 勇 千葉大学大学院教授 

委員 奥田 眞紀子 市民公募 

委員 近藤 正基 神戸大学大学院准教授 

委員 原 京子 一般財団法人 子ども財団 理事 

委員 都築 由美 市民公募 

 

２  奈良市子ども条例検討作業部会委員名簿 

 氏名 役職等 

部会長 浜田 進士 
特定非営利活動法人  

子どもの権利条約総合研究所関西事務所 所長 

委員 奥田 眞紀子 市民公募 

委員 近藤 正基 神戸大学大学院准教授 

委員 都築 由美 市民公募 

 

 


